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１．はじめに 
   新居浜港は、江戸時代の別子銅山の開坑以来産銅の積み出し、諸物資搬入の拠点と

して発展してきた。現在は、化学、非鉄金属のほか、発電用石炭、プラスチック製

品、金属製品、機械器具、電子デバイス等の製造・出荷など、産業の基盤となる物流

機能を担っている。 

   新居浜港事業継続計画（以下、「新居浜港港湾ＢＣＰ」という。）は、発生すると新

居浜港に最も影響があると考えられる地震・津波等に対して、二次災害の発生を抑止

しつつ緊急物資の海上輸送を確保するとともに、原料の入荷や製品の出荷を滞らせな

いことを目標としている。 

そのためには、初動時の対応、緊急物資輸送及び貨物輸送などへの対応を迅速かつ

的確に行う必要があることから、港湾施設の早期復旧と港湾機能等の中断・低下に伴

う影響を最小限に抑えることが求められている。 

「新居浜港港湾ＢＣＰ」においては、港湾を利用する多数の関係者間の連絡体制を確

立し、各々の役割や対応の手順並びに復旧の目標等を明確化することにより、その実

効性を高めていくことを基本方針として次の事項をふまえて作成した。 

 ①新居浜港及び隣接港に関わる関係機関、各種団体及び利用企業による「新居浜

港港湾ＢＣＰ協議会」を設置し、港湾の事業継続に向けた取り組みや活動が可

能な体制を構築する。 

 ②港湾関係者が協働し、適切な役割分担のもと迅速に対応できるよう、できる限

り明確に記述する。 

 ③これらの取り組みを継続し、活動を通じた災害対応力の向上と港湾関係者相互

間の連係を確立する。 

【対象とする事象】 

新居浜港港湾ＢＣＰでは、東南海・南海地震等の大規模自然災害を対象とする。 

【対象とする関係者】 

本計画は、発災時における各事業所、官公庁の役割・体制・対応方法などの具体

的な実行計画について定めたものであり、適用対象者は、以下のとおりである。 

 ①港湾管理者 新居浜港務局 

②関係機関 愛媛県（東予港東港地区：港湾管理者）、国土交通省四国地方整備

局、港湾関係官公庁 

 ③港湾を利用する事業者 

【対象とする範囲】 

    新居浜港港湾ＢＣＰの対象範囲は、新居浜市域である新居浜港港湾区域と東予港

東港地区及び海上から新居浜市地域防災計画に緊急輸送道路として位置付けられて

いる臨港道路を含む区間を対象とする。 
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２．新居浜港港湾ＢＣＰ策定の必要性 
新居浜港は次の点から、震災等で大きな被害を受けた場合、救援や緊急物資輸送が

制約されること、さらに、臨海部には化学工業など世界的な規模の企業が立地してい

ることから、復旧が長期にわたった場合、サプライチェーンの断絶など我が国経済に

深刻な影響を及ぼす可能性がある。 

（１）人口及び年齢構成 

 ①人口    １１７，８４６人（令和２年１２月末時点） 

 ②高齢者割合 

   ６５歳以上 ３７，９９７人  ３２．２％（令和２年１２月末時点） 

③若年者割合 

   １４歳以下 １４，４７０人  １２．３％（令和２年１２月末時点） 

出典：新居浜市ＨＰ 年齢別男女人口より 

 

（２）港湾利用企業及び産業 

 ①港湾背後の事業所数 ５，５５１事業所（従業者数：５６，１９６人） 

※愛媛県 HP 平成２６年経済センサス－基礎調査確報 

        表２ 市町別全事業所数及び従業者数 新居浜市より 

 ②地域の主要産業 製造業（非鉄金属、化学製品等） 

 

新居浜市は、製造品出荷額７,９７４億円（平成３０年工業統計調査）の工業都市で

あり、新居浜港は海上輸送の拠点として地域の経済活動を支えている。 

臨海部に立地している多くの企業が新居浜港を利用していることから、災害発生後

に生じた港湾機能の低下を早期に回復する必要がある。したがって、震災などによる

港湾の能力低下を最小限にとどめ、社会的要請に応えていくための「新居浜港港湾Ｂ

ＣＰ」の策定が求められている。 

 

３．新居浜港港湾ＢＣＰの目的 
新居浜港港湾ＢＣＰは、東南海・南海地震及びそれに伴う津波といった大規模自然

災害等の発生により、新居浜港の港湾機能に支障が生じた場合（以下、「非常時」と

いう。）に関係者の生命の安全を前提として、以下の機能を実現することを目的とす

る。 

なお、確保すべき港湾機能としては、地域防災計画に基づいている。 

①二次災害の発生を抑止しつつ、救援活動や緊急物資輸送のための港湾輸送能力

を確保する。 

②地域経済を維持するための許容される最低限度の港湾輸送能力を確保する。 

③許容される期間内に重要物資などの輸送を再開する。 
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（参考）愛媛県地域防災計画（地震災害対策編） 

 第２編 災害予防対策 第１８章 公共土木施設等の耐震対策等 

２－１８－６ 港湾・漁港施設  

１ 物資輸送拠点の確保 

  海上輸送ルートは、地震被災による避難、救助、緊急物資及

び復旧資材等の輸送を行う上で極めて重要な役割を果たすもの

であり、その拠点の確保を図っておく必要がある。 

  また、大規模地震の発生直後にあっても、地域の経済活動を

維持する観点から、国内産業・経済活動が停滞することのない

よう、安定した物流機能を確保する必要がある。 

このため、港湾及び漁港管理者は、防災拠点となる港湾及び

漁港について、岸壁、緑地、背後道路、荷役機械等の耐震化を

進め、震災時に物資輸送拠点として施設の利用に支障をきたさ

ないよう管理する。 

なお、次の防災拠点となる港湾等については、耐震強化岸壁

等の整備を行っている。 

（１）防災拠点となる港湾（新居浜港、東予港、今治港、松山港、 

宇和島港、中島港、八幡浜港、三崎港） 

－ 以下 （略） 

２ 海上輸送と道路輸送の連結 

防災拠点となる港湾等により形成された海上輸送ネットワー

クは、道路輸送ネットワークと相互に連結させ、緊急輸送ネッ

トワークをより確実なものとする。 

また、内航海運組合連合会や旅客船協会との協定に基づき、

陸上輸送の代替手段の確保に努める。 

３ 耐震点検の実施 

港湾及び漁港管理者は、防災拠点となる港湾等の岸壁等を、

輸送拠点として施設を利用するため、耐震点検を定期的に実施

し、震災対策の必要箇所の把握に努める。 

その他の施設と港湾及び漁港については、通常のパトロール

等においても目視等による点検を実施する。 

４ 施設の補強・整備 

港湾管理者は、耐震点検・新たな知見等で対応が必要とされ

た施設について、緊急度の高い箇所から順次、耐震補強、免震

化、液状化対策等を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災対策基本条例第

34 条第 3項 

 

 

 

 

防災対策基本条例第

34 条第 3項 

 

 



 

- 4 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（参考）愛媛県地域防災計画（津波災害対策編） 

 第３編 災害応急対策 第１６章 公共土木施設等の確保 

３－１７－５ 港湾施設 

 港湾管理者は、地震後、早急に被害状況を把握し、国土交通省に報告するとともに、二

次災害による危険性の有無、施設の使用可否の決定を行うほか、関係機関の協力を得て、

危険個所への立入り禁止措置や機能欠損箇所の応急修繕、情報伝達等必要な措置を講じ

る。 

 また、港湾区域の航路等について、沈船、漂流物により船舶の航行が危険と認められる

場合には、関係機関に連絡するとともに障害物除去等に努める。 

 なお、港湾施設は、震災後の緊急物資輸送拠点としての重要な施設を含むことから、速

やかに応急復旧を行い、海上輸送の確保に努める。 



 

- 5 - 

４．新居浜港港湾ＢＣＰ協議会の構成と役割 
（１）実施体制の構築 

   新居浜港港湾ＢＣＰの「策定」、「事前対策」、「教育・訓練」、さらには PDCA＊サイ

クルの手法による継続的な「見直し・改善」を行う組織として、港湾関係者による

「新居浜港港湾ＢＣＰ協議会」（以下、「協議会」という）を設置し、継続的に運営し

ていくこととする。 

 （２）協議会の構成 

   協議会の構成を表４－１、緊急連絡網を図４－１に示す。 

 

表４－１ 協議会の構成 

令和３年２月現在 

 組  織  名 

官 公 庁 

 

海上保安庁 今治海上保安部 新居浜海上保安署 

国土交通省 四国運輸局 愛媛運輸支局 今治海事事務所 

国土交通省 四国地方整備局 港湾空港部 港湾空港・防災危機管理課 

国土交通省 四国地方整備局 松山港湾・空港整備事務所 

財務省 神戸税関 新居浜税関支署 

厚生労働省 広島検疫所 松山出張所 

愛媛県 東予地方局 建設部 河川港湾課 

新居浜市 市民環境部 危機管理課 

関係団体 

 

 

(一社)日本埋立浚渫協会 四国支部 松山港湾空港地区 

(一社)日本海上起重技術協会 四国支部 

(一社)愛媛県建設業協会 新居浜支部 

新居浜港湾運送協会 

新居浜商工会議所 

新居浜地区海運組合 

港湾利用 

企業 

住友共同電力株式会社 

住友金属鉱山株式会社 別子事業所 

住友化学株式会社 愛媛工場 

四国開発フェリー株式会社 

事 務 局 新居浜港務局 
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※必要に応じて協議会への参加を要請する組織 

 組  織  名 

官 公 庁 

 

 

 

防衛省 自衛隊 愛媛地方協力本部 

出入国在留管理庁 高松出入国在留管理局 松山出張所  

農林水産省 神戸植物防疫所 坂出支所 松山出張所 

経済産業省 四国経済産業局 総務企画部 

関係団体 

 

愛媛県旅客船協会 

内海水先区水先人会 

 

 

図４－１ 災害時等緊急連絡網 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新居浜港務局 

新居浜市 

今治海上保安部 新居浜海上保安署 

四国運輸局 今治海事事務所 

神戸税関 新居浜税関支署 

広島検疫所 松山出張所 

愛媛県 東予地方局 

愛媛県建設業協会 新居浜支部 

新居浜港湾運送協会 

新居浜商工会議所 

新居浜地区海運組合 

住友共同電力(株) 

住友金属鉱山(株) 別子事業所 

住友化学(株) 愛媛工場 

四国開発フェリー(株) 

自衛隊 愛媛地方協力本部 

高松出入国在留管理局 松山出張所 

神戸植物防疫所 松山出張所 

四国経済産業局 

愛媛県旅客船協会 

内海水先区水先人会 

 
(注)必要に応じて協議会への参加を 

要請する組織 

四国地方整備局 

港湾空港防災・危機管理課 

日本埋立浚渫協会 四国支部 

日本海上起重技術協会 四国支部 

四国地方整備局 

松山港湾・空港整備事務所 
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 （３）協議会の役割 

   【平常時】 

     新居浜港港湾ＢＣＰの取り組みの中心として、以下の役割を担う。 

 ①新居浜港港湾ＢＣＰ行動計画の策定・運用及び更新スケジュールを管理す

る。 

 ②新居浜港港湾ＢＣＰの取り組みを総括する。 

 ③情報収集及び意見交換を実施する。 

 ④他の事業者等との調整が必要になった場合の方針を決定する。 

   【非常時】 

     大規模災害が発生した際には、非常時の体制に自動的に移行し以下の役割を担

う。 

①会員等の被災状況確認及び業務実行能力等を集約する。 

②救援、緊急物資輸送に向けた応急対応及び港湾事業再開に向けた情報収集を

行う。 

③予め定めた優先順位の方針と被災状況等をふまえた復旧計画に関する意見調

整及び策定を行う。 

④利用可能な港湾施設の利用調整は、公共性を鑑みて行うものとし、協議会の

会員、非会員の区別はしない。 

 なお、協議会の会員は、それぞれの行動計画に基づき自発的に最低限度の事

業継続の維持に努めるものとする。 

 

 （４）事業継続体制の維持 

     協議会においては、新居浜港港湾ＢＣＰに関し、県・市における防災計画の改

訂、港湾の津波避難対策等関連計画の策定及び更新状況、教育・訓練の実施結果

等をふまえて継続的な見直しを行う。 
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５．新居浜港事業継続のための基本事項 
 （１）被災想定 

     愛媛県地域防災計画では、県内で想定される地震として、①南海トラフ巨大地

震、②安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地震（芸予地震）、③讃岐山脈南

縁－石鎚山脈北縁東部の地震（中央構造線断層帯）、④石鎚山脈北縁（岡村断

層）の地震（中央構造線断層帯）、⑤石鎚山脈北縁西部－伊予灘（中央構造線断

層帯）を位置付けている。 

 

表５－１ 県内で想定される地震 

名   称 マグニチュード 

①南海トラフ巨大地震 9.0（津波 9.1） 

②安芸灘～伊予灘～豊後水道のプレート内地震（芸予地震） 7.4 

③讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部の地震（中央構造線断層帯） 8.0 

④石鎚山脈北縁（岡村断層）の地震（中央構造線断層帯） 7.3 

⑤石鎚山脈北縁西部－伊予灘（中央構造線断層帯） 8.0 

 

 図５－１ 県内で想定される地震位置図 

 

出典：愛媛県地域防災計画（津波災害対策編）第１編 総論  

第３章 津波発生の条件 ４ 想定地震  
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     また、同計画では、新居浜市における南海トラフ巨大地震の津波想定では、波

高１．５ｍの津波が発生（最短津波到達時間 ４５１分）し、９５５ha（１ｃｍ

以上浸水する範囲）が浸水すると想定されている。 

また、新居浜市の津波ハザードマップによる浸水深さは、最大で 3.01ｍ～4.00

ｍと想定されている。 

表５－２ 津波到達時間 

 最短津波到達時間（分） 

±20cm 
＋１ｍ

＊ 
＋２ｍ ＋３ｍ ＋５ｍ ＋10ｍ 

最高津波 

水位 

四国中央市 ５ ２３１ － － － － ４０４ 

新居浜市 １１ ２３５ － － － － ４５１ 

西条市 ５ ２２２ － － － － ４６１ 

＊＋１ｍ：津波水位から初期潮位を引いた波高が＋１ｍになった時間(＋２ｍ以上も同様) 

出典：愛媛県地域防災計画（津波災害対策編）より抜粋 

第１編 総論 第３章 津波発生の条件 ５ 想定結果 

表５－３ 最高津波水位 

 最高津波水位 
浸水面積 

（ha） （T.P.ｍ） 
うち朔望平均

満潮位（ｍ） 

うち津波波高

（ｍ） 

四国中央市 ３．６ １．８ １．８ ６３１ 

新居浜市 ３．４ １．９ １．５ ９５５ 

西条市 ３．４ １．９ １．５ ３，３６０ 

※浸水面積：１ｃｍ以上浸水する範囲 

出典：愛媛県地域防災計画（津波災害対策編）より抜粋 

第１編 総論 第３章 津波発生の条件 ５ 想定結果 

 

 （２）港湾における緊急輸送基盤の確保 

     南海トラフ巨大地震が発生した場合には、港湾施設及び周辺のアクセス道路を

含む新居浜港背後圏が被災し陸上経路の分断が想定されるため、緊急かつ大規模

大量輸送が可能な海上輸送の役割が重要となる。 

     新居浜港において、海上緊急輸送を速やかに実施するために、緊急点検・啓

開、関係者との調整等が必要となることから、緊急輸送については被災地域の備

蓄物資が不足する 3日後を想定し、体制を普段から確保しておくこととする。 

     なお、緊急物資輸送に関わる関係者及び復旧における役割は次表のとおりであ

る。 
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表５－４ 緊急輸送基盤確保にあたっての関係者リスト 

復旧関係者 復旧における役割 

・四国地方整備局 港湾空港部 

    港湾空港防災・危機管理課 

・四国地方整備局 

松山港湾・空港整備事務所 

・愛媛県(東予港東港地区：港湾管理

者) 

・新居浜市 

・新居浜港務局(新居浜港：港湾管理

者） 

○被災情報の収集・発信 

○港湾施設等の点検 

○復旧施設の調整(箇所、担務範囲、順序等)、決

定 

○施設復旧の実施（復旧作業者への指示） 

・新居浜海上保安署 ○航行安全に関する情報の収集・発信 

ただし、災害発生時の新居浜港内等における人

命救助等の救難業務を最優先に行う。 

・愛媛運輸支局 今治海事事務所 ○他港から新居浜港への緊急支援物資の輸送情報

の収集・発信 

・日本埋立浚渫協会 四国支部 

・日本海上起重技術協会 四国支部 

○調査・点検・復旧作業の実施 

 水域エリアを主とするが、被害状況により陸域

エリアも含めて役割分担を調整する。 

・愛媛県建設業協会 新居浜支部 ○調査・点検・復旧作業の実施 

陸域エリアを主とするが、被害状況により水域

エリアを含めて役割分担を調整する。 

・四国開発フェリー株式会社 

・新居浜港湾運送協会 

・新居浜地区海運組合 

○緊急支援物資の船舶の受入、荷役、輸送業務 

 

６．災害対応計画 
（１）初動時対応 

   ①協議会会員の基本的な対応方針 

     東南海・南海地震等の大規模災害発生時には、それぞれの組織において、職員

等の安否確認及び通信等設備の確保を行うとともに、可能な範囲で二次災害の防

止対策を講じる。 

     ・安否確認 

       協議会構成員は、各自の組織において定めている手順に則り、職員等の安

否確認を行う。 



 

- 11 - 

     ・通信等設備の確保 

       協議会構成員は、各自の組織において、通信等設備の確保に努める。 

なお、自組織の設備が損壊するなど、外部との通信が途絶した場合におい

ては、近隣の他組織の設備を一時的に利用するなど、可能な代替措置を講

じる。 

     ・被害状況の確認 

       協議会構成員は、各自の施設やその周辺における被害の状況を、職員の安

全確保に支障のない範囲で把握する。 

     ・二次災害の防止 

       協議会構成員は、各自の組織において定めている手順に則り、可能な範囲

で二次災害の防止に努める。 

       なお、港湾管理者や危険物取扱施設の施設管理者は、新居浜海上保安署や

消防と連携しつつ、利用者や在港船舶及び航行船舶等に必要な情報を提供

する。 

 

 （２）港湾施設等の確認 

   ①緊急物資輸送のための施設点検 

各港湾管理者（新居浜港務局、愛媛県）が主体となり、施設の点検を速やかに実

施する。 

施設点検は、余震発生の可能性があるため、複数人で行うなど安全に十分注意し

て実施する。 

②緊急物資輸送のための啓開等緊急工事 

緊急物資輸送は、東港地区耐震強化岸壁（黒島第１岸壁(-7.5m)）において実施す

ることを前提とし、多喜浜航路(-7.5m)、泊地(-7.5m)の啓開及び緊急輸送道路の市道 

沖浜中通り線、東港東浜筋線の啓開を実施する。 

啓開等緊急工事は、新居浜市と新居浜港務局が主体となって実施する。 

なお、多喜浜航路(-7.5m)、泊地(-7.5m)の水域啓開に必要な作業船（起重機船

等）については、広域的な被害により各港の水域で、作業船が必要となることが想

定されるため、国土交通省四国地方整備局港湾空港部が作業船の配船調整を行う。 

 

（３）関係機関への協力要請 

新居浜港務局は、「災害発生時における緊急的な応急対策業務に関する包括的協

定書」（平成２７年１１月５日）に基づき、日本埋立浚渫協会及び日本海上起重技

術協会に啓開の協力を要請する。 

 

（４）啓開作業における留意事項 
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・啓開作業においては、遭難者がいる可能性もあるため十分注意して作業を行うと

ともに、障害物に危険物が含まれている可能性に留意する。 

・航路啓開終了後には、直ちに船舶入港可能の可否の確認ができるよう関係機関の

連携を十分に図るとともに情報共有に留意する。 

・緊急物資受入に必要な東港地区多喜浜航路(-7.5m) 、泊地(-7.5m) の啓開作業日

数は、国土交通省四国地方整備局港湾空港部の検討事例を参考に想定した。 

   ■新居浜港  港湾区域内で優先的な区域のみを啓開した場合 １日 

 

図６－1 航路啓開作業日数の算定資料 

 

 

出典：国土交通省四国地方整備局港湾空港部ＨＰ 

南海トラフ地震に対応した四国の広域的な海上輸送の継続計画（付属資料） 

付属資料４．航路啓開の作業日数の検討について 
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 ○漂流物の集積 
航路、泊地に漂流している障害物は、新居浜市最終処分場南側へ集積し、陸上に設けた

仮集積地へ移動・集約する。 

 

 

図６－２ 漂流物集積場所位置図 

  

図示の作業船接岸位置より障害物の陸揚げを行う。 

その後の障害物の処分については、障害物の集積状況、道路の復旧状況を確認しながら、

処分方法について検討を行う。 

作業船接岸位置 

（水深－４．５ｍ） 新居浜市最終処分場南側 

航路・泊地の障害物を集積 
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（５）緊急物資輸送対応 

   【緊急物資受入れ業務体制】 

航路、泊地及び緊急輸送道路等の啓開作業完了後に、新居浜市、新居浜港務

局、愛媛県より荷役企業に対して緊急物資に関する以下の業務への協力を要請す

る。 

①綱取り等、船舶受入関係業務 

②荷役等作業などの業務 

③陸上運送などの業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（参考）愛媛県地域防災計画（風水害等対策編） 

 第３編 災害応急対策 第７章 緊急輸送活動 

３－７－２ 県の活動 ３ 緊急輸送体制の確立 

３ 緊急輸送体制の確立 

（２）海上輸送体制 

ア 海上輸送路の確保 

(ｱ)  港湾及び漁港の管理者、市町、自衛隊並びに海上保安部は、連携して利用可能

な航路、港湾等の施設の被害、復旧見込み等緊急輸送計画作成に必要な情報を把

握するとともに、災害対策本部に連絡する。 

(ｲ)  災害対策本部長（災害警戒本部長）は、港湾施設の被害等の情報に基づき海上

輸送ルートを定める。 

(ｳ)  港湾及び漁港の管理者、自衛隊並びに海上保安部は、連携して定められた海上

輸送ルートの確保に努める。 

イ 輸送手段の確保 

災害発生に伴い、県が緊急に船舶等の必要が生じた場合は、自衛隊、海上保安部、

四国運輸局愛媛運輸支局及び防災関係機関等の協力を得て、調達、あっせんをする。 

ウ 協力機関 

(ｱ) 愛媛県旅客船協会 

愛媛県旅客船協会は、災害発生時に被災者、救援物資等の輸送の必要が生じた

ときは、県との間 に締結した協定に基づき、旅客船等の供給に協力する。 

(ｲ) 愛媛内航海運組合連合会及び日本内航海運組合総連合会  

 愛媛内航海運組合連合会及び日本内航海運組合総連合会は、災害発生時に救援

物資等の輸送の必要が生じたときは、県との間に締結した協定に基づき、貨物船

等の供給に協力する。 

エ  集積場所及び要員の確保 

(ｱ) 港湾及び漁港の管理者は、港湾・漁港施設、公共用地等を利用して物資の集積

場所を確保する。 

 (ｲ) 物資の集積配分業務を円滑に行うため、必要に応じ物資の集積場所に県職員を

派遣する。 
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災害時における物資等の輸送に関する協定書 

 

 新居浜市（以下「甲」という。）と愛媛県トラック協会新居浜支部（以下「乙」という。）は、地震その他

の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）における物資等の輸送に関し、

次のとおり協定を締結する。 

 （趣旨） 

第１条 この協定は、災害時の貨物自動車による物資等の輸送に関し、甲が乙に対して協力を求めるとき

の必要な事項を定めるものとする。 

 （協力要請） 

第２条 甲は、災害時に、次条に掲げる業務を遂行するため、乙の協力を得る必要があるときは、乙に対

し貨物自動車、運転者等（以下「車両等」という。）の提供及び救援物資の輸送の協力を要請 することが

できるものとし、乙は、特別の理由がない限り、要請に協力するものとする。 

２ 前項の規定による要請は、第１号様式により業務の内容、期間等を指定して文書で行う。ただし、緊

急を要する場合は、口頭で協力を要請し、その後速やかに文書を送付するものとする。 

 （業務の内容） 

第３条 この協定により、甲が乙に対し協力を要請する業務は、次のとおりとする。 

（１）災害救助に必要な生活必需品等の輸送業務 

（２）災害緊急対策実施のために必要な資機材等の輸送業務 

（３）その他甲が必要とする応急対策業務 

 （事故等） 

第４条 乙の提供した貨物自動車が、故障その他の理由により物資等の輸送を中断したときは、乙は、速

やかに当該貨物自動車を交換してその輸送を継続しなければならない。 

 （業務報告） 

第５条 乙は、第３条の業務を実施したときは、当該業務の終了後速やかに第２号様式により業務実施内

容を甲に報告するものとする。 

 （費用の負担） 

第６条 乙が第３条の業務を実施した場合に要した費用は、甲が負担する。 

２ 前項の費用については、貨物自動車運送事業法（平成元年法律第 83 号）第 10 条に基づき貨物自動車

運送事業者が運送約款に定める運賃及び料金を基準として、甲乙双方が協議して定める。 

 （費用の請求及び支払い） 

第７条 乙は、業務の終了後、当該業務に要した前条の費用について甲に請求するものとする。 

２ 甲は、前項の請求があったときは、その内容を確認し、速やかにその費用を乙に支払うものとする。 

 （災害補償） 

第８条 第３条に掲げる業務に従事した者が、負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合には、次に掲げ

る場合を除き、新居浜市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和 42 年条例

第 27 号）の例に準じて甲が災害補償を行うものとする。 

（１）当該従事者の故意又は重大な過失による場合 

（２）当該負傷、疾病又は死亡が、第三者の行為による場合 

（３）当該負傷、疾病又は死亡につき、損害保険等の契約により、給付を受けることができる場合 

 （会員名簿の提出） 

第９条 乙は、その会員名簿を毎年 1回甲に提出するものとする。 

 （雑則） 

第 10 条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、その都度甲乙協議して定め

るものとする。 

 （有効期間） 

第 11 条 この協定は、平成 16 年２月１日からその効力を有するものとし、甲乙いずれからも文書による

終了の意思表示がない限り、その効力を継続する。 

 

 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通を保有する。 

 

     平成１６年２月１日 

                                    （甲）新居浜市一宮町一丁目５番１号 

      新居浜市 

                     新居浜市長    佐 々 木   龍 

                               （乙）新居浜市新田町三丁目６番３３号 

                        愛媛県トラック協会新居浜支部 

                                  支  部  長   橋  本  和  昌 

 

出典：新居浜市地域防災計画 資料編より  
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表６－１ 船舶、漁船等の調達先一覧表 
 
海運業者一覧表 
 
 

事  業  者  名 所   在   地 電話番号 ＦＡＸ番号 
 

新 居 浜 地 区 海 運 組 合                              新居浜市西原町 2-7-21    37-2475   37-2475 

 青 野 海 運                     （株）   〃  新田町 1-1-17    33-8545    32-4521 

（株）ワ ー ク ス ネ ッ ト 〃    新田町 1-1-20 36-2428   32-4521 

 一  宮  運  輸 （株） 〃    多喜浜 6-8-33 45-0138 46-2520 

 井  下  海  運 （株）    〃    菊本町 1-1-34    32-6730    32-6733 

 金 栄 丸 港 運                     （株）  〃  多喜浜 6-6-23  45-1341    46-5811 

 桑 原 運 輸                     （株）   〃  磯浦町 16-7 35-1111 34-2334 

 住化ロジスティック（株） 

西日本事業本部 
〃  惣開町 4-3 33-2171 32-3208 

 住  鉱  物  流 （株） 〃  西原町 3-5-3    37-2474    37-3477 

 大 成 海 運            （株）   〃  惣開町 2-5    37-1101    37-1105 

 田 渕 海 運            （株）新居浜支所   〃  西原町 1-4-9    37-0134    34-4691 

 新 居 浜 海 運                     （株） 〃  西原町 1-4-18 33-9321 33-9319 

新 居 浜コールセンター（株） 〃    菊本町 1-10-1 32-8320 32-4515 

 新 居 浜 シ ェ ル 石油（株） 〃    中須賀町 2-10-18 33-7131 34-6079 

 日 本 通 運            （株）新居浜支店    〃    多喜浜 6-10-3    46-2000    46-1860 

 浜 栄 港 運                     （株）   〃  西原町 2-7-63    37-1234    33-3777 

浜  栄  倉   庫  （株）   〃  西原町 2-7-63    33-3161    35-2198 

 芙 蓉 海 運                     （株）   〃  西原町 2-5-33 34-6611 32-7879 

 松 田 汽 船            （株）新居浜支店   〃  西原町 2-5-29  37-3254 37-3258 

丸  重   海   運  （株） 〃  一宮町 2-3-50 31-5158 32-7311 

明  星  運  輸 （株） 〃   多喜浜 6-9-74 46-3444   46-1921 

森 実 運 輸                     （株） 〃  惣開町 2-13    37-0111    32-3322 

 

出典：新居浜市地域防災計画 資料編より 
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漁業協同組合支所一覧表 
 
 

組  合  名 所   在   地 電話番号 ＦＡＸ番号  

愛媛県漁業協同組合新居浜支所  新居浜市清水町 14-98    33-9391   33-9460 

愛媛県漁業協同組合垣生支所     〃   垣生 6-7-26    46-0108   46-0800 

愛媛県漁業協同組合大島支所     〃   大島甲 1591    46-1005   46-1007 

愛媛県漁業協同組合多喜浜支所     〃   黒島 2-3-35    46-1090   46-2977 
 

出典：新居浜市地域防災計画 資料編より 
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11-29 災害時における物資の保管等に関する協定書   

 

愛媛県（以下「甲」という。）と愛媛県冷凍協会（以下、「乙」という。）は、地震その他の災害

が発生し、又は発生する恐れがある場合（以下「 災害時」という。）における必要な救援物資の受

け入れ、仕分け、保管・管理及び出庫等（以下「物資の保管等」という。）及び物流専門家の派遣に

関し、次のとおり協定を締結する。 

（趣旨）  

第１条 この協定は、災害時の物資の保管等及び物流専門家の派遣に関し、甲が乙に対して協力を要

請するときの必要な事項を定めるものとする。  

（協力要請） 

第２条 甲は、物資の保管等を行う施設の開設 又は物流専門家の派遣の必要があると認めるとき

は、乙に対し、次に掲げる事項を明示して、様式１により要請する。ただし、文書をもって要請す

るいとまがないときは、電話又はその他の方法をもって要請し、その後速やかに文書を提出する。  

（１）災害の状況及び協力を要請する事由  

（２）物資の保管等に係る保管施設を必要とする地域の名称、保管期間、主な保管品目及び数量  

（３）物流専門家の派遣に係る業務内容、派遣人数、派遣期間及び派遣場所  

（４）その他参考となる事項  

２ 市町（独自に乙と協定を締結している市町を除く。）が物資の保管等又は物流専門家の派遣を必

要とするときは、市町の要請に基づき、甲は乙に対し、市町に代わって前項の規定による要請を行

うことができる。  

３ 乙は、甲から前二項の規定に基づく要請があったときは、可能な限り協力し、物資の保管等及び

物流専門家の派遣を行うものとする 。 

（保管施設等の選定及び報告） 

第３条 乙は、前条の規定に基づく要請に対し、速やかに次に掲げる事項を決定し、様式２により甲

に報告するものとする。ただし、文書をもって 報告するいとまがないときは、電話又はその他の

方法をもって報告し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

（１）物資の保管等を行う事業者名（対応できる事業者がないときはその旨）、保管施設の所在地、

名称、面積、保管期間、保管品目及び数量  

（２）物流専門家として派遣する者の所属、氏名、派遣期間及び派遣場所 

（３）その他参考となる事項  

（実施状況の報告）  

第４条 乙は、本協定に基づく業務を完了したときは、甲に対し、様式３により実施状況を報告する

ものとする。 

（費用負担） 

第５条 乙が物資の保管等に要した費用は、甲又は甲に要請した市町が負担するものとする。なお、
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費用の算出方法については、災害発生直前の愛媛県の事業者が定める料金を基準として、甲乙協議 

の上、決定するものとする 。 

２ 乙が物流専門家の派遣に要した費用は、甲乙協議して決定し、甲又は甲に要請をした市町が負担

するものとする。  

３ 乙は、前二項に基づく費用の決定をする前に、第３条第１号の事業者及び同条第２号の派遣する

者の同意を得なければならない。  

４ 費用は、乙からの請求後、速やかに甲又は甲に要請した市町から支払うものとする 。 

（事故発生時の取扱い）  

第６条 事故の発生等により第３条第１号の事業者による物資の保管等の継続が困難な事由が発生し

た場合は、乙は、速やかに他の保管施設の提供その他の措置を講じ、物資の保管継続に努めるもの

とする 。 

２ 乙は、物資の保管等の実施に際し事故が発生したときは、甲に対し速やかにその状況を報告する

ものとする 。 

（災害補償）  

第７条 本協定により業務に従事した者が、当該業務に従事したことにより負傷し、疾病にかかり、

又は死亡した場合は、次に掲げる場合を除き、災害に伴う応急措置の業務に従事した者に対する損

害補償に関する条例（昭和３８年愛媛県条例第２７号）を準用し、 甲がこれを補償する。この場

合において、同条例中「従事命令」とあるのは「協力要請」と読み替えるものとする。  

（１）当該 従事者の故意又は重大な過失による場合  

（２）当該 負傷、疾病又は死亡が、第三者の行為による場合  

（３）当該 負傷、疾病又は死亡につき、乙又は当該従事者が締結した損害保険等の契約により、給

付を受けることができる場合  

（関係市町との連絡）  

第８条 本協定に基づく業務の実施に当たり、関係市町との連絡調整は、原則として甲が実施する。  

（担当窓口の報告等）  

第９条 甲及び乙は、担当者の氏名、連絡先について、互いに報告を行うものとする。なお、報告内

容に異動があった際には、その都度、報告するものとする。  

（有効期間）  

第１０条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協定の終

了を通知しない限り、その効力を継続するものとする。  

（協議） 

第１１条 この協定の実施に関し必要な事項及び協定に定めのない事項については、その都度、甲乙

協議して定めるものとする。  
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この協定の締結を証するため本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有するものとす

る。 

 

平成２６年３月７日 

 

松山市一番町４丁目４番地甲 愛媛県 

甲     知 事  中村 時広 

 

松山市 千舟町４丁目５番地４ 

松山千舟４５４ビル５階  

乙   愛媛県冷凍協会  

会 長  神野 洋一 

 

 

（ 注）同様 の協定を 次の団体 と締結し ている。   

 

団体名  協定締結年月日   協定締結者  

愛媛県倉庫協会   平成 26 年 3 月 18 日 会長 廣江 和男  

 

出典：愛媛県地域防災計画（資料編） 11-29 災害時における物資の保管等に関する協定 
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   【救援船等入港～荷役～輸送にかかる情報連絡体制】 

     他港から新居浜港への緊急物資の輸送にあたっては、新居浜港務局及び愛媛県より四

国運輸局へ新居浜港の状況を伝達する。 
 

図６－３ 緊急輸送における四国運輸局および関係機関の主な役割 

              政府対策本部または国土交通省関係省庁間、他地方運輸局間との調整等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：四国運輸局ＨＰより（組織別情報：総務部＞緊急輸送への対応） 

 

【耐震強化岸壁、使用可能な公共施設及び使用可能な民間施設の利用調整】 

 新居浜港における利用可能施設の調整は、新居浜港務局が新居浜海上保安署及び施設管理

者等との調整を行うことを原則とする。 

四国運輸局 

四国運輸局災害対策本部 
 緊急輸送の計画・実施 
 国の中央機関との連携 
 職員派遣の決定 等 
 
四国運輸局災害対策本部事務局 
（総務部 総務課） 
 局内情報の集約・共有化 
 地方公共団体との情報連携 
 各関係機関との情報共有化 等 

四国運輸局 各部・課 
 各所管事業における情報収集及び提供 
 収集情報の災害対策本部事務局への報告 
 各所管事業者への緊急輸送要請 
 緊急輸送実施状況の確認 等 

各運輸支局・海事事務所 
 各局各部の情報収集及び 
情報提供活動への協力 
緊急輸送要請にかかる 
情報伝達の仲介 

 管轄内関係機関等への 
支局職員の派遣 等 

鉄道事業者等 
 被害状況、利用可能 
輸送能力等 
関係情報の収集 
鉄道緊急輸送への 
要請に対する協力 等 

自動車運送事業者等 
 被害状況、利用可能 

輸送能力等 
関係情報の収集 
陸上緊急輸送への要請 
に対する協力 等 

他の地方運輸局 
 各種情報に関する連携 
 緊急輸送に関する協力 等 

地方公共団体 
 被害状況等の情報の収集 
緊急輸送の需要情報と要請 等 

各県警察 
 道路上の事故等の発生状況 
道路の規制等の情報収集 等 

各地方整備局 
 道路、港湾、河川関係情報の 
収集 等 

各管区海上保安本部 
海上における事故等の発生、 
船舶交通の制限等の情報収集 

各地方気象台 
 気象・海象関係情報の収集 
各航空局 
航空輸送関係情報の収集 

港湾運送事業者等 
 被害状況等関係情報の収集 

海上緊急輸送に伴う港湾荷役
に関する要請への協力 等 

海上運送事業者等 
 被害状況、利用可能 
輸送能力等 
関係情報の収集 
海上緊急輸送への要請に 
対する協力 等 

下記注
を参照 
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（６）港湾運営の復旧 

緊急物資輸送に関する調整が終了した後には、引き続き、背後企業等の経済活動の復旧

にあわせて港湾運営の復旧を行う必要がある。 

港湾運営を復旧するためには、港湾施設の応急復旧、本格復旧、港湾の運営を行う港湾

関係民間事業者の事業復旧及び港湾関係官公庁の業務復旧が必要である。 

早期に復旧を行うためには、この各主体の具体的な対応の基本方針、関係者間の情報共

有方法、通信連絡方法及び港湾運営復旧の優先順位の考え方などをあらかじめ定めておく

ことが重要である。このため、新居浜港の港湾運営の復旧は、新居浜港港湾ＢＣＰに基づ

き行動計画を策定し、合わせて復旧計画等に関する詳細を定めるものとする。 

    なお、復旧計画の策定にあたっては、新居浜港の利用状況や緊急輸送道路への指定状況

等を十分に考慮して行うものとする。 

    また、災害時には投入できる復旧資材や人的資源等が限られていることから、港湾施設

の復旧における優先順位は下表のとおりとする。 

 

表６－２ 港湾運営に必要な施設の優先度 

優先度 対象施設 設定理由 

優先度① 

緊急物資受入に必要な

施設 

港湾運営に必要な施設 

・黒島第１岸壁（－7.5ｍ）、延長 130m 

（耐震強化岸壁） 

・多喜浜航路（－7.5ｍ） 

・泊地（－7.5ｍ） 

・市道 沖浜中通り線、東港東浜筋線 

新居浜市指定の緊急輸送道路(黒島第 1 

岸壁～愛媛県指定の一次緊急輸送道路間） 

耐震強化岸壁であり、

比較的被害が少なく、復

旧が容易と想定 

優先度② 

港湾運営に必要な施設

（コンテナ輸送） 

・垣生第１岸壁（－7.5ｍ）、延長 193m 

・臨港道路 垣生線 

新居浜市指定の緊急輸送道路(垣生第１ 

岸壁～愛媛県指定の一次緊急輸送道路

間） 

新居浜港の物流活動

は黒島第１岸壁、コン

テナ輸送は垣生第１岸

壁の活用を想定 

優先度③ 

港湾運営に必要な施設 

・第一航路（－10.0ｍ） 

・第二航路（－4.0ｍ） 

・その他残る施設について、被災状況、物

流の動向等を考慮しながら復旧を行って

いく。 
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優先度③ 

○港湾運営の復旧に必要な啓開区域 

・本港地区第一航路、第二航路 

・航路啓開に必要な作業日数は３日とする、 

（参考）緊急物資輸送に必要な航路啓開作業日数 

優先度① 

○市道沖浜中通り線 

○市道東港東浜筋線 

 ・救援物資輸送活動、物流活動実施 

優先度② 

○垣生第１岸壁(-7.5m) 

 ・フェリーによるコンテナ輸送実施 

優先度② 

○臨港道路垣生線 

 ・フェリーによるコンテナ輸送実施 

図６－４ 港湾運営に必要な施設の優先度（位置図） 

【本港地区】 【東港地区】 

多

喜

浜

航

路 

泊地 

 

優先度① 

○多喜浜航路（-7.5m）、泊地（-7.5m） 

○黒島第１岸壁(耐震強化岸壁、-7.5m) 

 ・救援物資輸送活動、物流活動実施 
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表６－３     県 指 定 緊 急 輸 送 道 路 一 覧 表 
 
一次緊急輸送道路 
 
 
 番号  管理区分         路 線 名             区       間 

 

  １   高速  四国縦貫自動車道   徳島県境～川之江ＪＣＴ～大洲ＩＣ 

  ２    国    一般国道 11 号     香川県境～松山市二番町４丁目 

  ３     県 （主）新居浜角野線   新居浜市繁本町～新居浜市西喜光地町 

  ４     県 （主）壬生川新居浜野田線   西条市船屋甲～新居浜市多喜浜 

  ５    県   （主）新居浜別子山線   新居浜市喜光地町１丁目～新居浜市別子山弟地 

  ６    県   （主）新居浜別子山線   新居浜市船木～新居浜市船木 

７ 県 （一）国領高木線   新居浜市船木～新居浜市東田 

  ８    市   （市）港町繁本東筋線   新居浜市若水町２丁目～新居浜市繁本町 
 
 
 
二次緊急輸送道路 
 
 
 
 
 
 
 

 番号  管理区分         路 線 名             区       間 
 

  ○1     県 （主）高知伊予三島線   新居浜市別子山瀬場～四国中央市金砂町平野山 

  ○2     県 （主）壬生川新居浜野田線   新居浜市多喜浜～四国中央市土居町野田 

  ○3     県 （主）新居浜別子山線   新居浜市別子山弟地～新居浜市別子山瀬場 

 
  ○4     県  （一）多喜浜泉川線   新居浜市郷～新居浜市郷 

 

 
○5     県  （一）新居浜港線   新居浜市一宮町～新居浜市中萩町 

 

 
○6     県  （一）新居浜土居線   新居浜市阿島～四国中央市土居町上野 

 

 
○7     県  （一）新居浜東港線   新居浜市郷～新居浜市郷 

 

 
○8     県  （一）新居浜東港線   新居浜市郷～新居浜市東田 
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表６－４ 市指定緊急輸送道路一覧表 

 
 

 番号   管理区分         路 線 名             区       間  
 

   １     市    沖浜中通り線    黒島一丁目～黒島一丁目   

   ２    市    東港東浜筋線    黒島一丁目～多喜浜６丁目   

  ３    県    新居浜土居線    阿島２丁目～阿島４丁目  

  ４    港務局    臨港道路    垣生３丁目～多喜浜３丁目  

  ５     市    松神子落神線    松神子１丁目～松神子１丁目  

  ６     県    新居浜東港線    松神子４丁目～多喜浜２丁目  

  ７     市    松神子多喜浜線    多喜浜３丁目～多喜浜６丁目  

  ８     市    沢津東雲線    沢津町１丁目～東雲町１丁目  

  ９     市    東雲上郷線    東雲町２丁目～郷５丁目  

  10    県    新居浜東港線    観音原町～東田１丁目  

  11    県    国領高木線    瀬戸町～船木  

  12    市    駅前滝の宮線    滝の宮町～坂井町１丁目  

  13    県    新居浜停車場線    坂井町１丁目～坂井町２丁目  

  14    県    国領高木線    坂井町２丁目～坂井町２丁目  

  15    県    多喜浜泉川線    坂井町２丁目～郷３丁目  

16 市 駅裏角野線 坂井町３丁目～中筋町１丁目 

  17    市    松木寿線    松木町～瀬戸町  

  18    市    上部東西線    西連寺町２丁目～中村４丁目  

  19    県    新居浜港線    西町～本郷３丁目  

  20    市    中須賀上原線    中村１丁目～中村４丁目  

  21    市    原地庄内線    前田町～高木町  

  22    市    上部東西線    大生院岸影～大生院岸影  

  23     市     新田松神子線     新田 1 丁目～松神子２丁目  
 24 市   上郷下東田線    郷４丁目～観音原町  

 25 市 平尾谷線 観音原町～観音原町  

 26 市 蔭地線 別子山草原～別子山瓜生野  

 27 市 大湯線 別子山瓜生野～別子山大湯  

 28 市 林道 大湯線 別子山瓜大滝～別子山大湯  
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 29 市 林道 大滝線 別子山瓜大滝～別子山大湯  

 30 港務局 臨港道路 黒島 1 丁目～多喜浜 3 丁目  

 
 

出典：新居浜市地域防災計画 資料編より 

 

 

 

 



 

- 27 - 

 

図６－５ 県・市指定緊急輸送道路一覧表（位置図） 

  出典：新居浜市地域防災計画 資料編
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（７）港湾施設の応急復旧及び本格復旧 

港湾施設の応急復旧及び本格復旧にあたっては、前述のとおり利用できる人的・物的

資源に限りがあることから、復旧計画の策定においては現地における被災状況調査の結

果や施設の重要度、岸壁における取扱可能貨物の種別等に留意する。 

 

①港湾事業継続に係る応急復旧の検討（緊急物資輸送開始直後） 

 ・港湾施設の被災状況調査 

   前述の復旧優先順位の高い施設について、被災状況の詳細な調査を実施する。 

   調査にあたっては、国土交通省四国地方整備局及び各港湾管理者が協力して実施

する。また、必要に応じて、国の研究機関（独立行政法人港湾空港技術研究所等）

の専門家に協力を要請する。 

 ・港湾施設の応急復旧検討等 

   被災した港湾施設の応急復旧をスムーズに実施するため、新居浜港務局が所有す

る「港湾台帳システム」の港湾施設各種データ（標準断面図等）を活用する。 

 

②応急復旧計画の調整、立案 

   上記で行った応急復旧検討をベースに国土交通省四国地方整備局、各港湾管理者

を中心に応急復旧計画の調整を行うこととする。 

また、新居浜港での施設復旧に時間を要する場合には、近隣港湾（東予港等）の

活用を含めた調整・検討を行う。 

   調整にあたっては以下の点に配慮する。 

    ・新居浜港振興協議会を中心とした新居浜港を利用する主要事業者の復旧スケ

ジュール及び取扱貨物の内容（社会的重要性、地域経済への影響、代替性

等） 

    ・ＣＩＱ*関係者の対応の可否 

    ・検疫港以外の近隣港湾を活用する際に、外国から来航してくる船舶を入港さ

せる場合は、検疫港等で検疫を終了させることを原則とする。 

   応急復旧計画については、表６－１の関係者を含めた場において検討を実施する

ことを基本とする。 

 

③応急復旧工事の実施 

   緊急物資輸送のために必要となる港湾施設の応急復旧工事を実施する。 

   その際には東日本大震災における事例などを参考に実施することとする。 

 

④本格復旧計画の検討（応急復旧工事開始直後） 

   ②と同様の過程を経て、本格復旧計画を策定する。 
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⑤本格復旧工事の実施 

   以降、東日本大震災における事例などを参考に本格復旧工事の実施に向け、各種

防災計画に則った事務手続き等を進める。 

 

 

表６－４ 新居浜港の応急・本格復旧計画策定関係者リスト 

機関・組織名 役 割 

四国地方整備局 災害対策本部 

（企画部 防災課） 

港湾施設の復旧計画策定 

物資輸送の調整 

港湾空港部 

（港湾空港防災・危機管理

課） 

松山港湾・空港整備事務所 

（沿岸防災対策室） 

四国運輸局 災害対策本部 物資輸送の調整 

愛媛運輸支局 

今治海事事務所 

第六管区海上保安本部 災害対策本部 海上の安全の確保 

今治海上保安部 

新居浜海上保安署 

神戸税関 災害対策本部 ＣＩＱ*等 

新居浜税関支署 

高松出入国在留管理局 災害対策本部 

松山出張所 

広島検疫所 災害対策本部 

松山出張所 

神戸植物防疫所 災害対策本部 

坂出支所 松山出張所 

愛媛県 災害対策本部 港湾施設の復旧計画策定 

物資輸送の調整 東予地方局 

港湾関係民間事業者 港運関係者 企業活動の復旧計画策定 

企業の物資輸送実施 荷主企業関係者 

新居浜港務局 災害対策本部 

（新居浜市） 

港湾施設の復旧計画策定 

連絡調整 
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（８）港湾関係官公庁の業務の復旧 

   港湾運営を復旧するためには、船舶航行の安全確保のための新居浜海上保安署、各港

湾管理者、国際貿易機能に関係するＣＩＱ＊関係部局が機能を復旧することが必要とな

る。 

個別業務の復旧については各主体が作成する復旧計画等によるものとするが、これら

の情報は港湾機能全般に関する事項であることから、原則として新居浜港港湾ＢＣＰ協

議会等の関係者間で情報共有を図るものとする。 

 

（９）港湾の運営を行う港湾関係民間事業者  

   新居浜港で運送事業（船舶関係、荷役関係、道路運送関係）を実施している会社は、

それぞれの復旧計画等に従い、事業の復旧を行う。 

事業復旧状況に関しては新居浜港の港湾運営に直結する事項であることから、原則と

して協議会等の関係者間で情報共有を図るものとする。 
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７．事前対策 
   災害時の対応を迅速かつ的確に行うため、事前対策として、ボトルネック事象の解消と

その影響の低減を図ることを念頭に、協議会として表７－１に示す項目に取り組むことと

する。 

表７－１ 新居浜港の事前対策 

区 
分 

項 目 対 策 実施機関 

初

動

時

の

円

滑

化 

通信手段の確保 ●構成員の衛星電話等の保有を推進する。 

●複数の通信手段について検討。 

協議会会員 

新居浜港港湾ＢＣＰを各

構成員策定ＢＣＰへ反映 

●新居浜港事業継続計画を各構成員策定のＢＣ

Ｐや防災計画等に反映する。 

教育・訓練の実施 ●ＢＣＰの概要や防災対策の最新知識の習得を

目指した教育を行う。 

●情報伝達や応急復旧方針決定の図上訓練等を

実施する。 

事

業

継

続

の

円

滑

化 

物資輸

送の円

滑化 

燃料の確保 ●「災害時における車両用燃料等の優先供給に

関する協定」を新居浜石油業協同組合と締結。

※ 

新居浜市 

港湾施設復旧の

短期化 

●岸壁の耐震化推進 

●臨港道路の耐震化対策 

港湾管理者 

国・県・港湾管

理者の作業分担 

●効率的に応急復旧を行うため国・県・港湾管

理者の作業分担や指揮命令系統を整理する。 

協議会 

緊急物

資輸送

対応 

荷役機械の確保 ●荷役機械が被災した場合の代替機の把握。 協議会会員 

上屋・倉庫の確

保 

●地震・津波の被害が軽微と想定される上屋・

倉庫の把握。 

教育・訓練の実

施 

●緊急物資輸送を想定した訓練を行う。 

その他 非常用電源の確

保 

●緊急物資輸送を行う上で必要となる最小限の

電力を確保する。 

電気設備の復旧

手法の検討 

●仮設電源の導入等、早期に電気設備を復旧す

るための手法を検討する。 
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災害時における車両用燃料等の優先供給に関する協定書 

 

災害時における車両用燃料及び発電機等燃料（以下「車両用燃料等」という。）の優先供給に関し、新居浜市

（以下「甲」という。）と新居浜石油業協同組合（以下「乙」という。）との間において、次のとおり協定を締結

する。 

（目的） 

第 1 条 この協定は、甲が行う新居浜市内の災害応急対策業務において、車両用燃料等が必要となったとき、乙

の積極的な協力により、円滑な活動の確保を図ることを目的とする。 

（要請） 

第 2 条 甲は、災害応急対策業務のため車両用燃料等が必要となったときは、乙に対し車両用燃料等の優先供給

を要請するものとする。 

（協力） 

第 3 条 乙は、前条の要請があったときは、特別の理由が無い限り、車両用燃料等の供給について協力するもの

とする。 

（費用負担） 

第 4 条 甲は、乙から供給された車両用燃料等の費用を負担するものとする。この場合の価格については、災害

発生時における乙との契約価格とする。 

（請求及び支払い） 

第 5 条 乙は、前条に掲げる費用を、車両用燃料等を甲に供給したときに請求するものとする。 

２ 甲は、乙から前項の請求があったときは、その内容を確認のうえ速やかに支払うものとする。 

（従事者の災害補償） 

第 6 条 甲の要請に基づき、乙の組合員が車両用燃料等を輸送中に負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合は、

「新居浜市議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和 42 年市条例第 27 号）」の例

に準じて災害補償を行うものとする。 

ただし、乙又は当該組合員に過失がある場合はこの限りでない。 

（協議） 

第 7 条 この協定に定めのない事項及びこの協定の解釈について疑義が生じたときは、甲、乙協議のうえ決定す

るものとする。 

 

この協定の締結の証として、本書２通作成し、甲・乙双方記名押印のうえ、各自その１通を保有する。 

    

平成１７年１２月 ５日 

（甲） 新居浜市一宮町一丁目５番１号           

新居浜市 

新居浜市長 佐 々 木   龍          

 

 

（乙） 新居浜市田所町４番１号 

新居浜石油業協同組合 

                       組 合 長  今 西 忠 晴 

 

※出典：新居浜市地域防災計画 資料編より 
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８．教育・訓練 
   以下の目的を達成するため、表８－１に示す教育・訓練を定期的に実施する。 

    ①対象者が知識として既に知っていることを実際に体験させることにより、身体感覚

を身に着ける。 

    ②手順化できない事項に対して、適切な判断と意思決定を下せる能力の向上を図る。 

    ③新居浜港事業継続計画を検証し改善する。 

    ④危機的事象への対応に関する周知徹底と情報の共有化を図る。 

 

なお、如何なる危機的事象が発生しても関係者が臨機応変な対応を行えるようにするた

めには、平常時から新居浜港の利用実態や課題、将来の方向性について関係者間で共通認

識しておくことが重要である。そのため、協議会会員は表８－１に示す教育・訓練以外の

場においても構成員の教育に取り組むものとする。 

表８－１ 新居浜港で実施する教育・訓練 

教育・訓練の種類 概  要 対象者 頻 度 

初動時円滑化の為

の教育 

ＢＣＰの概要や防災対策の最新知識の習得

を目指した教育 

 

 

協議会及び 

構成員 

 

 

年１回 初動対応に係る情

報伝達訓練 

情報伝達や応急復旧方針決定の図上訓練等

の実施 

緊急物資輸送に係

る訓練 

緊急物資輸送を想定した実働訓練等の実施 

※訓練の内容については、１種類または複数の種類を組み合わせて行うものとする。 

 

９．見直し・改善 

（１）新居浜港港湾ＢＣＰについては、表９－１を基本において見直し・改善を行う。 

表９－１ 新居浜港事業継続計画の見直し・改善の実施時期 

項 目 頻度あるいは実施時期 備 考 

有効性の確認 年１回 訓練の評価を踏まえる 

連絡体制等の更新 異動の都度  

想定等の更新 新たな知見、リスクが認められた時点  

地域防災計画の更新 更新の都度  

 

（２）東予港港湾ＢＣＰ協議会との連携 

東予港と新居浜港については、これまでの歴史的経過や世界的な企業が両港に跨っ

て立地していることをふまえると、両港が連携を図ることは重要である。 

今後、協議会において具体的な連携の在り方について検討を行っていく。 
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■用語集 

ＣＩＱ 国境を越える交通および物流において必要であるとされる手続きで、以

下の頭文字を繋げたものである 

・税関（Customs） 

・出入国管理（Immigration） 

・検疫（Quarantine） 

ＰＤＣＡサイクル  事業活動における生産管理や品質管理などの管理業務を円滑に進める手

法の一つ 

Plan（計画）→ Do（実行）→ Check（評価）→ Act（改善）の 4 段階

を繰り返すことにより、業務を継続的に改善するもの 

事業継続計画 

(ＢＣＰ） 

 不測の事態が発生しても重要な業務を中断させない、または中断しても

可能な限り短い期間で復旧させるための教育・訓練、ＢＣＰの見直し・改

善などを行う平時からのマネジメント活動を含む概念のこと 

（ＢＣＰ：Buisiness Continuity Plan） 

港湾ＢＣＰ 

(事業継続計画) 

 危機的事象＊による被害が発生しても、当該港湾の重要機能＊が最低限維

持できるように危機的事象の発生後に行う具体的な対応（対応計画）と、

平時に行うマネジメント活動（マネジメント計画）等を示した文書のこと 

危機的事象  港湾機能の低下を引き起こす原因となる、大地震等の自然災害、感染症

のまん延、テロ等の事件、大事故、突発的な港湾運営環境の変化といった

事象のこと 

重要機能  当該港湾において、優先的に機能継続を図る必要がある港湾機能のこと 

サプライチェーン 

(供給網) 

 物流サービス者から消費者までを結ぶ、開発・調達・製造・配送・販売

の一連の業務のつながりのこと 

 サプライチェーンには、物流サービス事業者、メーカー、流通業者（卸

売業者）、小売業者、消費者などが関係する 

 

 

  


